
 

 

 
平成 27 年８月 31 日 

各      位 

 

会 社 名  ス タ ン レ ー 電 気 株 式 会 社 

代表者名  代 表 取 締 役 社 長 北野 隆典 

（コード番号 ６９２３  東証第１部） 

問合せ先  経  理  部  門  長    赤松 知範 

（TEL. ０３－６８６６－２２２２） 

 

（訂正）「株式報酬型ストックオプション（新株予約権）の発行に関するお知らせ」の 

一部訂正について 

 

 当社が平成 27 年７月 27 日付で開示いたしました「株式報酬型ストックオプション（新株予約

権）の発行に関するお知らせ」の一部に誤りがありましたので、下記のとおり訂正いたします。

なお、訂正箇所は下線を付して表示しております。 

記 

 

（訂正前） 

2.（６）新株予約権の払込金額の算定方法 

各新株予約権の払込金額は、次式のブラック･ショールズ･モデルにより以下の②から⑦の

基礎数値に基づき算定した１株当たりのオプション価格（１円未満の端数は四捨五入）に付

与株式数を乗じた金額とする。 
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①  １株当たりのオプション価格（C ） 

②  株価（ S ）：平成 27年９月１日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引 

の終値（終値がない場合は、翌取引日の基準値段） 

③  行使価格（ X ）：１円 

④  予想残存期間（T ）：4.43 年 

⑤  株価変動性（ ）：4.43 年間（平成 23 年２月 23 日から平成 27 年７月 23 日まで）の 

各取引日における当社普通株式の普通取引の終値に基づき算出した株価変動率 

⑥  無リスクの利子率（ r）：残存年数が予想残存期間に対応する国債の利子率 

⑦  配当利回り（ q）：１株当たりの配当金（平成 27年３月期の実績配当金）÷上記②に 



定める株価 

⑧  標準正規分布の累積分布関数（  N ） 

※上記により算出される金額は新株予約権の公正価額であり、有利発行には該当しない。割

当てを受ける者が当社に対して有する新株予約権の払込金額の総額に相当する金額の報酬

債権と新株予約権の払込金額の払込債務とが相殺される。 

 

（訂正後） 

2.（６）新株予約権の払込金額の算定方法 

各新株予約権の払込金額は、次式のブラック･ショールズ･モデルにより以下の②から⑦の

基礎数値に基づき算定した１株当たりのオプション価格（１円未満の端数は四捨五入）に付

与株式数を乗じた金額とする。 
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①  １株当たりのオプション価格（C ） 

②  株価（ S ）：平成 27年９月１日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引 

の終値（終値がない場合は、翌取引日の基準値段） 

③  行使価格（ X ）：１円 

④  予想残存期間（T ）：4.43 年 

⑤  株価変動性（ ）：4.43 年間（平成 23 年４月１日から平成 27年９月１日まで）の 

各取引日における当社普通株式の普通取引の終値に基づき算出した株価変動率 

⑥  無リスクの利子率（ r）：残存年数が予想残存期間に対応する国債の利子率 

⑦  配当利回り（ q）：１株当たりの配当金（平成 27年３月期の実績配当金）÷上記②に 

定める株価 

⑧  標準正規分布の累積分布関数（  N ） 

※上記により算出される金額は新株予約権の公正価額であり、有利発行には該当しない。割

当てを受ける者が当社に対して有する新株予約権の払込金額の総額に相当する金額の報酬

債権と新株予約権の払込金額の払込債務とが相殺される。 

 

以 上 

 


